
議案第９５号 令和５年度 鈴鹿市一般会計補正予算（第６号）

１４億９,９７６万円を追加 ⇒ 補正後の総額７６５億１,４９０万２千円

資料１ 令和５年度 鈴鹿市一般会計補正予算（第６号）について

１ 原油価格・物価高騰対策に係る経費 ７事業 １４億９,９７６万円

（１）生活支援策 ２事業 １１億８,７６１万１千円

（２）経済対策 ５事業 ３億１,２１４万９千円
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住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金（住民税非課税世帯分）

１１億４,５７５万８千円

令和５年度の住民税均等割が非課税である世帯にプッシュ型で，1世帯当たり
7万円の低所得世帯支援給付金を現金で追加給付する。

＜基準日＞ 令和５年１２月１日

＜給付対象者＞ 令和５年度の住民税均等割が非課税である世帯

＜給付額＞ １世帯当たり７万円

＜対象世帯見込数＞ １６,０００世帯

＜事業費の内訳＞

・低所得世帯支援給付金 １１億２,０００万円

・事務費 ２,５７５万８千円
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三重県低所得のひとり親世帯への生活応援給付金 ４,１８５万３千円

「三重県低所得のひとり親世帯への生活応援給付金事業」として，低所得の
ひとり親世帯に対して，プッシュ型で，児童１人当たり２万円の生活応援給付金
を現金で給付する。

＜給付対象者＞ 令和５年１１月分の児童扶養手当の給付を受けている

低所得のひとり親世帯

＜給付額＞ 児童１人当たり一律２万円

＜対象児童見込数＞ ２,０６６人

＜事業費の内訳＞ ・低所得世帯支援給付金 ４,１３２万円

・事務費 ５３万３千円
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物価高騰対策 障害福祉サービス事業所等運営支援事業費

３,０８１万６千円

＜対象施設＞ 障害福祉サービス事業所及び障害児通所支援事業所（２８３施設）

＜対象経費＞ 食材費，電気料金，ガス料金，ガソリン代金

＜対象期間＞ 令和５年４月から令和６年３月まで

＜給付金額＞ 対象経費及び施設形態別の月額単価×１２か月×定員数等×１／３

＜事業費の内訳＞ ・物価高騰対策 障害福祉サービス事業所等運営支援給付金

３,０６５万６千円

・事務費 １６万円

障害福祉サービス事業所等に対して，運営経費の高騰分相当額に対する
2分の1を給付する三重県の支援事業に併せて，本市が３分の1を支援給付
金として給付する。

経済対策 １
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物価高騰対策 高齢者施設等運営支援事業費 ６,７９３万２千円

高齢者施設等に対して，運営経費の高騰分相当額に対する２分の1を給付
する三重県の支援事業に併せて，本市が３分の1を支援給付金として給付
する。

経済対策 ２

＜対象施設＞ 入所系，通所系及び訪問系の高齢者施設（３０７施設）

＜対象経費＞ 食材費(入所系の一部)，電気料金，ガス料金，ガソリン代金

＜対象期間＞ 令和５年４月から令和６年３月まで

＜給付金額＞ 対象経費及び施設形態別の月額単価×１２か月×定員数等×１／３

＜事業費の内訳＞ ・物価高騰対策 高齢者施設等運営支援給付金 ６,７７６万２千円

・事務費 １７万円
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物価高騰対策 私立保育所等運営支援事業費 １,７４２万４千円

＜対象施設＞ 市内の私立保育所２４施設，認定こども園９施設

＜対象経費＞ 電気料金，ガス料金

＜対象期間＞ 令和５年４月から令和６年３月まで

＜給付金額＞ 定員区分に応じた単価×１２か月

＜事業費の内訳＞ ・物価高騰対策 私立保育所等運営支援給付金

１,７４２万４千円

私立保育所等に対して，運営経費の高騰分相当額の一部を定員規模に
応じて支援給付金として給付する。

経済対策 ３
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物価高騰対策 医療機関等運営支援事業費 １億１,５９５万９千円

医療機関等に対して，運営経費の高騰分相当額に対する２分の１を給付す
る三重県の支援事業に併せて，本市が３分の１を支援給付金として給付す
る。

経済対策 ４

＜対象施設＞ 病院，有床診療所，診療所（医科・歯科），助産所，薬局，施術所，

歯科技工所（４２３施設）

＜対象経費＞ 食材費，電気料金，ガス料金，ガソリン代金

＜対象期間＞ 令和５年４月から令和６年３月まで

＜事業費の内訳＞ ・物価高騰対策 医療機関等運営支援給付金 １億１,５８７万９千円

・事務費 ８万円
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物価高騰対策 ものづくり企業等支援事業費 ８,００１万８千円

＜内 容＞ 対象期間の１か月単位の支援対象とするエネルギー関連経費のうち，
いずれかの同一種類の経費が２０万円以上の場合で，金額によって，

段階的に支援金を給付する。

＜対象企業＞ 市内に事業所を有するものづくり企業等（６００社）

＜対象経費＞ エネルギー関連経費：電気，ガス，ガソリン，灯油，軽油，重油等

＜対象期間＞ 令和５年４月から１１月まで

＜事業費の内訳＞

・物価高騰対策ものづくり企業等支援金 ８,０００万円

・事務費 １万８千円

市内に事業所を有するものづくり企業等に対し，エネルギー関連経費の
一部を支援金として給付する。

経済対策 ５


